
1

世界の生物多様性と
生態系サービスの現状と将来

東京大学大学院農学生命科学研究科

准教授 橋 本 禅

『自然共生社会の実現に向けた社会変革～IPBES地球規模評価を踏まえて次期生物多様性世界目標を考える』
令和元年12月21日(土）10:00～15：50 東京大学弥生講堂一条ホール
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自然とその人々への重要な寄与は、
世界的に減少している

A.
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A. 自然とその人々への重要な寄与は、世界的に減少している

A3 農業生産、漁獲、バイオマスエネルギー生産と材料生
産の量は1970年以降増加傾向にあるが、本評価報告書で
評価した18項目の自然の寄与のうち、調節的寄与や非物
質的寄与を中心に14項目は減少傾向にある
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自然の寄与に関する27の評価指標
では、
●増加：エネルギー、農地、資材
●劣化：生息地、花粉媒介動物、

病害虫、漁業資源、
遺伝資源、等

生息域の形成と維持

送粉、種子散布等

大気質の調整

気候調整

海洋酸性化の調整
淡水の量、場所、
タイミングの調整
淡水、沿岸域水質
の調整
土壌、堆積物の形成、
保護、除染

災害、極端事象の調整

有害生物、
生物プロセスの調整

エネルギー

食料、飼料

資材、ペット、
（家畜）労働力

医薬品、生化学、
遺伝資源

学習、インスピレーション

身体、心理的体験

アイデンティティ形成

将来の選択肢の維持

1970年以降の自然の寄与の世界的傾向

十分確立している

確立しているが不十分

競合する解釈あり

一致 異なる地域ごとの傾向

世界の傾向

調節的

物的

非物的

結果の信頼度
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A. 自然とその人々への重要な寄与は、世界的に減少

A3 農業生産、漁獲、バイオマスエネルギー生産と材料生産の量は1970年以降増
加傾向にあるが、本評価報告書で評価した18項目の自然の寄与のうち、調節的寄
与や非物質的寄与を中心に14項目は減少傾向にある

A2 自然の寄与は、多くの場合、空間的、時間的、さまざま
な社会階層の間に偏在している。また、自然の寄与の生産
と利用との間にはしばしばトレードオフが生じる

（例）

偏在： 先進国-途上国、生産地ー消費地、高所得ー低所得

トレードオフ：食料生産ー炭素固定
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A. 自然とその人々への重要な寄与は、世界的に減少

A3 農業生産、漁獲、バイオマスエネルギー生産と材料生産の量は1970年以降増加傾向
にあるが、本評価報告書で評価した18項目の自然の寄与のうち、調節的寄与や非物質的
寄与を中心に14項目は減少傾向にある

A2 自然の寄与は、多くの場合、空間的、時間的、さまざまな社会階層の間に偏在してい
る。また、自然の寄与の生産と利用との間にはしばしばトレードオフが生じる

A4 複数の人為的な要因によって、地球上のほとんどの場所で自
然が大きく改変されている。大多数の生態系と生物多様性の指標
の急速な低下がこれを裏付けている。

陸域の75%が人為的に改変（都市化、農地拡大、等）
海域の66%で人為的な影響増大（沿岸域開発、養殖、等）
湿地の85%が消失
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各区分に該当する種の割合（%）

腹足類

トンボ類

シダ類

単子葉植物

爬虫類

哺乳類

甲殻類

サメ・エイ

サンゴ

針葉樹

双子葉植物

両生類

ソテツ類

鳥類

硬骨魚類

（分類毎の絶滅危惧割合）×（分類毎の種数）＝（当該分類の絶滅危惧種）
100万種の生物が絶滅の危機に瀕していることを示唆

絶
滅
の
リ
ス
ク

異なる生物種群の現在の世界的な絶滅リスク

IUCN Red List カテゴリ

評価した現生種の数
↓

絶滅危惧種の割合の推定値

A5 人間活動の影響により、地球全体でかつてない規模で
多くの種が絶滅の危機に瀕している。
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直接的、間接的な変化要因が
過去50年で加速している

B.
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B. 直接的、間接的な変化要因が過去50年で加速している

B1 陸域と淡水域の生態系では、1970年以降土地利用変化の
影響が最も大きく、これに収穫や狩猟、伐採、漁獲等による動
物、植物やその他の生物の乱獲を主とする直接採取が続く

海洋生態系では、漁獲に代表される生物の直接採取の影響が
最も大きく、これに土地や海域の利用変化が続く

B2 気候変動は直接要因の一つだが、他の直接要因が自然や
人間の福利に与える影響を悪化させつつある
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生態系別の自然劣化を引き起こす直接的要因

人口・
社会文化

経済・
技術

制度・
ガバナンス

紛争・
伝染病

陸域

陸水域

海洋

間接要因
直接要因

自然劣化の例
価
値
観
と
行
動

陸・海の利用の変化
直接採取
気候変動
汚染
侵略的外来種
その他

直接要因の背景には、生産・消費パターン、人口の動態と推移、貿
易、技術革新およびガバナンスなどといった社会の価値観や行動
がある
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B4 この50年間で世界人口は倍増、世界経済は4倍近く成長、
世界貿易は10倍に増加し、これらが組み合わさってエネルギー
と物資の需要を増大させている

B. 直接的、間接的な変化要因が過去50年で加速している

先進国 開発途上国 後発開発途上国 世界全体

生物多様性の鍵になる重
要な地域（KBA）の保護

大気汚染 肥料の使用量

国内物質消費量国内総生産（GDP） 生体バイオマス採取量
（国内消費と輸出含む）

兆
ド
ル
（
20

10
年
基
準
）

平
均

ト
ン
／
人

合
計

10
0
万
ト
ン
／
年

K
B

A
の
う
ち
保
護
区
指
定

さ
れ
て
い
る
割
合
の
平
均
値

%

微
小
粒
子
へ
の
年
間
平
均
暴
露
量

の
平
均
値
（㎍

/㎥
）

平
均

K
g/

ha
耕
作
可
能
地

※微小粒子 < 2.5 マイクログラム
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このままでは、自然の保全と持続可能
な利用、持続可能な社会の実現に向
けた目標は達成できない

C.
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C. このままでは、自然の保全と持続可能な利用、持続可
能な社会の実現に向けた目標は達成できない

C1 自然の保全と持続的利用のための政策の実施は良い結果
につながっているが、自然の劣化を食い止めるには不十分であ
る。2020年愛知目標のほとんどを達成できない可能性が高い
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愛知目標の進捗概要

Poor 20/53（38%）
前進がほぼ無い、全く無い

Good 5/53（9%）
地球規模で全面的に前進

Moderate 19/53（36%）
進捗はあるが不十分、十分な進捗が一
部側面や地域に限られる

Unknown 9/53（17%）
情報不足

愛知目標（20の目標）を53の指標で評価
※指標の定量分析、体系的文献レビュー、生物多様性条約
第5次国別報告書、および2020年までの国別の追加的行動
宣言に基づいて評価
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C. このままでは、自然の保全と持続可能な利用、持続可
能な社会の実現に向けた目標は達成できない
C1 自然の保全と持続的利用のための政策の実施は良い結果につながっている
が、自然の劣化を食い止めるには不十分である。2020年愛知目のほとんどを達成
できない可能性が高い

C2 現在の生物多様性と生態系の減少傾向は、貧困や飢餓、
健康、水、都市、気候、海洋と陸地に関連する目標（目標1, 2, 3, 6,

11, 13, 14, 15）の80%（44のうち35）のターゲットの達成を妨げている

C3 地球全体の気候、生物多様性、生態系機能および自然の
寄与の変化による深刻な悪影響を受けると予測されている地域
には、先住民や最貧層のコミュニティが集中している
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SDGsの達成を支える
自然、自然の寄与の傾向
※ターゲットごとの評価は可能な限り文献の体系的な評価と指
標の定量的分析に基づいている

Full support 0/44（0%）
世界全体で状況が良好か十分な改善傾向

Partial support 14/44（32%）
• 世界全体の状況と傾向は改善しているが小規

模か不十分、
• いくつかの側面では大きく改善したが他の側

面では悪化傾向、あるいは
• いくつかの地域で改善したが他の地域では悪

化傾向にある

Poor/Declining support 21/44（48%）
世界全体で貢献が乏しいか深刻な悪化傾向

Uncertain relationship 4/44（9%）
自然、自然の寄与とターゲット達成との関係が
不確実

Unknown 5/44（11%）
データ不足



18

C. このままでは、自然の保全と持続可能な利用、持続可
能な社会の実現に向けた目標は達成できない
C1 自然の保全と持続的利用のための政策の実施は良い結果につながっている
が、自然の劣化を食い止めるには不十分である。2020年愛知目のほとんどを達成
できない可能性が高い

C2 現在の生物多様性と生態系の減少傾向は、貧困や飢餓、健康、水、都市、気
候、海洋と陸地に関連する目標（目標1, 2, 3, 6, 11, 13, 14, 15）の80%（44のうち35）のター
ゲットの達成を妨げている

C3 地球全体の気候、生物多様性、生態系機能および自然の寄与の変化による深
刻な悪影響を受けると予測されている地域には、先住民や最貧層のコミュニティが
集中している

C4 社会変革（transformative change）を想定しない将来シナリオで
は、陸域と海洋の利用変化、生物の直接採取および気候変動
が進み、その影響で自然、生態系機能および多くの自然の寄与
の悪化傾向が2050年以降まで継続すると予測されている
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持続可能な
世界シナリオ

地域間競争
シナリオ

経済楽観主
義シナリオ

持続可能な地球シナリオ（SSP1、RCP2.6）

• 積極的な環境政策と持続可能な生産と消費
• 低レベルの温室効果ガス排出量

地域間競争シナリオ（SSP3、RCP6.0）
• 貿易などについての高い障壁と貧富の格差の拡大
• 高レベルの温室効果ガス排出量

経済楽観主義（SSP5、RCP8.5）

• 急速な経済成長と緩い環境規制
• 非常に高レベルの温室効果ガス排出量

西アジア 南アジア 東南アジア 北東アジアシナリオ 生物多様性
動植物種数の変化

物的寄与
食料、飼料、木材、バイオエネルギー

調節的寄与
窒素除去、土壌保護、作物の花粉
媒介、作物の害虫防除、生態系に
よる炭素貯留

2015～2050年の変化

世界的に用いられているシナリオで
最も持続的な社会を表したもの
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2015年から2050年ま
での土地利用変化と
気候変動による生物
多様性、物質的寄与
調節的寄与への影響

• ほぼ全地域で、持続可能
な地球シナリオで生物多
様性と自然の寄与への影
響が最も小さい。地域間競
争シナリオと経済楽観主義
シナリオでは影響の地域
差が大きい

• 物質的寄与は地域間競争
シナリオと経済楽観主義シ
ナリオで最大だが、生物多
様性と調節的寄与を犠牲
（トレードオフ）にしている
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社会変革に向けた緊急で協調した努
力により、自然の保全、再生、持続的
可能な利用と世界的な社会目標を同
時に達成できる

D.
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D. 社会変革に向けた緊急で協調した努力により、自然の
保全、再生、持続的可能な利用と世界的な社会目標を同時
に達成できる

D1 ...その実践の鍵となるのが、入手可能な最高の科学的知見
にもとづく環境関連の国際目標やターゲットの評価と更新、なら
びに個人を含むあらゆる主体による保全、生態系再生および持
続可能な利用に向けた行動と資金協力の拡大である。

D2 社会変革は、自然劣化を引き起こす間接的な要因に作用
する5つの主な介入（レバー）によって引き起こせる。

① インセンティブと能力強化、

② 部門横断的な協力、

③ 先制行動、

④ レジリエンスと不確実性を考慮した意思決定、

⑤ 環境法とその実施
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社会変革のためのレバレッジポイント（介入点）

ガバナンスの介入策（レバー）
• インセンティブと能力強化
• 部門横断的な協力
• 先制行動
• レジリエンスと不確実性を考慮した意思決定
• 環境法とその実施

８つのレバレッジ・ポイント（介入点）
1. 豊かな暮らしのビジョン
2. 消費と廃棄の総量
3. 価値観と行動
4. 不平等
5. 保全における正義と包摂性
6. 外部性とテレカップリング
7. 技術、革新と投資
8. 教育および知識の形成と共有

反復的学習ループ

統合的、順応的、情報にもとづく、包摂的なガバナン
スアプローチ（スマートな政策の組み合わせを含む）

自然変化の
間接的要因

自然変化の
直接的要因



24

社会変革のためのレバレッジ・ポイント（介入点）

報酬等の
コントロール

ゴールや
情報の流れ等
の再定義

マインドセット、
パラダイムの変革

より深い(deeper)レバレッジポイント
は大きなポテンシャルを秘めている

多くのレバレッジポイント
は浅い（shallow）

システム

フィードバック
のあり方の変更

Fischer & Riechers (2019)を訳出、一部改変。この図は補足説明資料であり、SPMには含まれない。

D4 直面する課題やニーズが違うため、変革の性質や経路は文脈に
より異なる。とりわけ途上国と先進国との間で大きな違いがある。持
続可能性への変革には不確実性と複雑さに起因するリスクを伴うが、
このリスクは統合的、包摂的で情報にもとづく順応的なガバナンスア
プローチにより軽減できる。
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より具体的な提言はD5以降をご参照ください

D5 先住民や地域コミュニティを巻き込み彼らの知識を取り入れるこ
とで、現場に即した自然の管理システムを構築

D6 持続的な農業、水産養殖、畜産システムや在来の動植物や品

種、生息地の保護や生態系の再生

D7 陸域、陸水、海域をめぐる多様な利害関係者や多種の介入策

の調整、組み合わせを通じた漁業の持続や保全、海洋生物種と生態
系の保全

D8 陸域での気候変動緩和行動は効果的で、保全目標を支持しう

るが、バイオエネルギープランテーションの大規模な展開や非森林
生態系への植林は、生物多様性と生態系機能に悪影響を及ぼす恐
れがある

D9 都市に関するSDGsの達成には、自然を基盤とした解決策が費

用対効果に優れ、地球規模での持続性に極めて重要

D10 現在の経済成長のパラダイムから離れ、世界的な金融および
経済システムが地球規模で持続可能な経済を実現するように進化
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